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１ 新南和公立病院体制の整備にあたっての方針

基本構想に掲げた南和公立３病院の機能再編に係る基本理念を実現するため、

病院整備にあたっての具体的な方針は以下のとおりとする。

（１）地域住民が必要な医療を適切に受けられる病院

医療機能を集約・再編することにより役割分担を明確にし、地域住民が地域で診

療を受けられる医療提供体制を整える。

①救急病院（急性期）の基本方針

・地域の救急を断らない病院

南和医療圏に特に必要とされる、２４時間３６５日救急搬送受け入れを断ら

ない二次救急体制の構築を行う。

・在宅への連携を見据えた高齢者医療

地域医療センターとの連携や、地域の医師会、地域の訪問看護ステーション、

訪問介護事業所との連携を行う。

・へき地医療への対応

へき地医療拠点病院として医療スタッフの育成・派遣や、へき地巡回診療を

行う。

・災害時に対応する医療

災害拠点病院としての機能や、ヘリポートの整備を行う。

・消化器疾患、呼吸器疾患、糖尿病、外傷・運動器疾患等の専門医療

臓器別・疾患別の専門医療やセンター機能を充実する。

②地域医療センター（療養期）の基本方針

・療養への対応

地域住民の高齢化に伴い需要の高い療養病床の整備を行う。

・在宅への連携を見据えた高齢者医療

地域の医師会、地域の訪問看護ステーション、訪問介護事業所との連携を行

う。

・身近な外来機能

急性疾患の初期診療や慢性疾患の診療に対応し、特に、高齢者によくみられ

る疾患である肺炎や骨折等にも対応可能な外来診察を行う。
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（２）地域住民と、市町村が主体的に支える病院

・医療の情報を積極的に地域住民に提供し、地域が支える病院をめざす。

・南和地域の１市３町８村と奈良県が病院を整備・運営し、地域の医療提供体制を支

える。

（３）将来にわたる体制が維持できる病院運営

自治体負担を少なくする経営をめざし、南和地域に持続的な医療提供を行う。

（４）チーム医療の推進

良質な医療を提供するため、医療スタッフ（医師・看護師・医療技術者等）が患者

の情報を共有し、互いに連携・補完しあい患者の病態に的確に対応したチーム医療を

推進する。

（５）施設整備コンセプト

新南和公立病院体制については、癒しと安らぎの空間の追求、恵まれた自然環境

との調和、災害に強い病院、地域に開かれた空間の4つのコンセプトで施設整備を進

める。

新病院群施設整備コンセプト

癒しと安ら
ぎの空間の
追求

地域に開
かれた空間

災害に強い
病院 （救
急病院）

恵まれた自
然環境との
調和

快適な療養環境

心やすらぐデザイン・色彩

親しみやすい整備計画

ユニバーサルデザイン

静寂等の療養環境の整備

省エネルギーかつ暖かみのある空間

免震構造

ヘリポート
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２ 新病院の概要

（１）診療科の構成

南和医療圏における役割・機能に応じた医療を提供するため、１つの救急病院（急性

期）と２つの地域医療センター（療養期）に再編・役割分担を行う。

救急病院では、医師・看護師等を集約して現在３病院で行っている診療科を継続し、

内科系８診療科、外科系９診療科、合計で１７診療科を開設する。（今後検討の歯科口

腔外科は、外科系９診療科には含んでいない）

また、救急医療など地域で特に必要とされている領域や、消化器病センターや糖尿

病センターなど専門的な領域において、今まで以上の強化をめざす。

地域医療センターでは、慢性期の治療が特に必要で、自宅では対応できない入院患者

を診療する。外来は地域の需要に応じた診療科を開設する。

（２）入院患者数の見込みと病床規模

① 入院患者数の見込み

平成２２年度における３病院合計の１日当たりの平均入院患者数は３１０人であ

り、そのうち在院日数等から救急病院（急性期）に該当する患者数は１８７人であ

ると推計された。この数字を基に、医療技術の向上に伴う在院日数の短縮化、南和

医療圏における人口減少などを考慮し、平成２７年度までは、年間１．１％の減少

を見込むと同時に、救急病院において強化していくがん患者への対応や、救急患者

の受け入れ、奈良県立医科大学附属病院等における超急性期治療を行った患者の早

期受け入れ等による患者数の増加を考慮し、平成２７年度では１日当たり平均で２

１４名、平成２９年度では２１８名の入院患者数を見込んだ。

また、平成２２年度の３病院入院患者のうち、地域医療センター（療養期）の入

院がより妥当であると想定される患者数は１２３人程度と推計された。現在の南和

医療圏における療養機能の需給状況から、南和医療圏外へ流出している療養医療を

必要とする患者が地域医療センターへ入院すると考察し、２病院合計で１日当たり

１７１名の入院患者数を見込んだ。
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【入院患者数の現状と推計】

注1 平成22年度における現3病院合計の現状患者数のうち、救急病院該当患者と地域医療センター

該当患者の推計

注2 地域医療センター患者数は2病院合計の数

注3 小数点以下四捨五入により、1人/日以下の診療科（産婦人科・脳神経外科）があり、小計の和

が一致しない。

② 病床規模

救急病院（急性期）の病床数は、患者数が最大となると推計される平成２８年度の

１日当たりの入院患者数１９８人（回復期や亜急性期の患者数２２人/日は除く）に

対し、季節の繁閑で１０％程度の患者数の増減を想定し２２０床程度と、需要の見込

まれる回復期や亜急性期の患者に対して３０床程度を加え、全体で２５０床程度の一

般病床の整備を行う。このうち重症患者に対し集中的なケアを行う病床を整備する。

また１病棟は回復期リハビリテーション病棟として運用可能な施設整備を行う。

地域医療センター（療養期）の病床数は、推定される患者数が１７１人程度であり、

現状の施設を活用していくという面から２施設で１８０床程度の療養病床を整備す

る。

平成22年度
（注1）

 平成27年度  平成28年度  平成29年度

救急病院推計患者数
187 人/日

（注1）
214 人/日 220 人/日 218 人/日 －

99 人/日 98 人/日 99 人/日 98 人/日 
救急受入強化

超急性期後患者の受入強化

16 人/日 24 人/日 29 人/日 28 人/日 がん患者の受入強化

57 人/日 56 人/日 57 人/日 57 人/日 
救急受入強化

超急性期後患者の受入強化

眼科 5 人/日 5 人/日 5 人/日 5 人/日 

小児科 5 人/日 5 人/日 4 人/日 4 人/日 

泌尿器科 4 人/日 4 人/日 4 人/日 4 人/日 

耳鼻咽喉科 1 人/日 1 人/日 1 人/日 1 人/日 

小計（注3） 15 人/日 14 人/日 13 人/日 13 人/日 

― 22 人/日 22 人/日 22 人/日 ―
積極的なリハビリを行う

患者の受入

123 人/日
（注1）

171 人/日 171 人/日 171 人/日 
療養病床供給の充足

患者増

310 人/日 385 人/日 391 人/日 389 人/日 －

増加要因

（平成27年以降）
減少要因

3病院患者数

 内科系各科

 外科（消化器・総合外科）

人口減/

在院日数減

見込んでいない その他

地域医療センター

推計患者数（注2）

合計

 整形外科

回復期や亜急性期の患

者の病床
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【新南和公立病院体制における病床数の想定】

平成23年4月現在

注 一般病床のうち、1病棟は将来的に回復期リハビリテーション病棟として運用できるよう設計

（３）外来患者数の見込み

３病院における外来患者数は年々減少傾向にあり、平成２２年度の１日当たり合計外

来患者数は９３５人となり、平成１６年度の１，３２８人と比較すると南和医療圏にお

ける人口減少などに伴い３０％弱減少している。

新南和公立病院体制における外来患者数は、南和医療圏の人口減少や、地域の医療

機関との連携強化・機能分担などの実施による減少数を考慮し、平成２７年度では８

４５人を見込み、そのうち６２０人が救急病院（急性期）で、２２４人が地域医療セ

ンター（療養期）で受診するものと推計した。

合計 五條 大淀 吉野

一般病床（注）  250床
573床

(414床)

199床

(160床)

275床

(155床)

99床

(99床)

病床数計
250床

（5病棟）

573床

(414床)

199床

(160床)

275床

(155床)

99床

(99床)

療養病床  180床 ― ― ― ―

病床数計
180床

（2病院）
― ― ― ―

430床
573床

(414床)

199床

(160床)

275床

(155床)

99床

(99床)

【参考】3病院の病床数

（  ）内は運用病床数

病床数合計

救

急

病

院

地

域

医

療

セ

ン

タ

ー

内

訳

区分 病床数
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３ 部門別方針・機能

（１）救急病院（急性期）の部門別方針・機能

① 病棟部門

【部門方針】

南和医療圏における急性期医療の拠点病院として、患者にとって安全・安心・快適

な療養環境を提供する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 病床数を２５０床程度とし、１病棟当たり５０床を目安に病棟編成を行う。

・ 快適な療養環境を提供するため、患者のプライバシー保護に配慮し、アメニティ向

上に努める。

・ 高齢者等の安全に配慮し、バリアフリーにすると同時に分かりやすいフロア表示等

に努める。

・ 感染症の患者を受け入れることも想定し感染症に対応する病床を整備する。

・ 看護体制は７対１をめざす。

・ 医療スタッフ（医師・看護師・薬剤師等）間で、積極的な連携を行い、チーム医療

の充実を図る。

・ 医療クラークを配置して事務作業に関する医師の業務負担を軽減し、医療業務に専

念できる環境整備をめざす。

② 外来部門

【部門方針】

現在３病院で実施している外来診療を維持するとともに、より専門性の高い外来医

療を提供する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 外来受診時の受付・診察・検査等は、患者の待ち時間短縮、移動時の負担軽減や

プライバシーに配慮する。

・ 外来診察は、一般外来に加え、専門外来（例：禁煙外来、もの忘れ外来）、看護外

来（例：緩和ケア外来）を設置し、患者需要に応じた診療・サービスを提供でき

る体制を整備する。

・ 内視鏡を使った検査・治療に積極的に取り組む。

・ 入院患者および外来患者を対象に、血液透析などの血液浄化療法を行う。

・ 在院日数の短縮化を進めるため、入院前の検査等を効率的に行えるよう、外来診

療に関する機能強化をめざす。

・ 地域のがん治療のため外来化学療法を実施する。また、安全に治療が行える環境

を整備する。
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③ 救急部門

【部門方針】

２４時間３６５日、救急搬送受け入れを断らない二次救急体制の構築をめざす。

【部門の特徴と主な設備】

・ 二次救急医療に対応する体制を整備する。

・ 一次救急は地域の医師会・医療機関と、三次救急は奈良県立医科大学附属病院と

の連携により対応する。

・ 脳卒中や急性心筋梗塞など、手術や血管内治療などを要する超急性期患者は、奈

良県立医科大学附属病院等との連携により対応する。

・ 救急外来は、機器等の配置や将来の救急需要の拡大等に対応できるよう、余裕の

あるスペースを確保する。

・ 救急外来は、緊急検査や緊急手術などに迅速に対応できるよう、放射線部門・内

視鏡部門・臨床検査部門・薬剤部門・手術部門との効率的な動線をめざす。

④ 手術部門

【部門方針】

術前から術後までを通して、安全で質の高い手術を実施できる体制を整備する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 将来的な医療需要に応じた手術室を整備する。

・ 患者の手術に関して、術前・術後を通じ丁寧な説明を行う。

・ 高度先進的な手術が必要な場合には、奈良県立医科大学附属病院との連携により

対応する。

・ 緊急手術にも対応できるよう麻酔科医の充実に努める。

・ 手術に携わる医療スタッフによる周術期管理チームの充実を図る。

⑤ 薬剤部門

【部門方針】

薬剤管理指導業務や医薬品の調剤、化学療法をはじめとする注射薬調剤などを通じ、

安全な薬物療法の支援を行う。

【部門の特徴と主な設備】

・ 救急医療等に対応するため２４時間対応できる薬剤供給体制を整備する。

・ 病棟に薬剤師を配置し、薬剤管理指導、薬剤管理業務、薬歴管理、持参薬管理な

どの業務を充実する。

・ 外来調剤は院外処方とする。

・ 化学療法実施のために抗がん剤のミキシングを行う。

・ 患者相談窓口を設置し、薬に関する相談に積極的に対応する。

・ 医薬品情報管理室を設置し、医療スタッフ（医師、看護師、医療技術者等）に採

用薬品の副作用等・医薬品情報を周知・徹底する。
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⑥ 放射線検査部門・臨床検査部門・病理部門

【部門方針】

迅速かつ安全な検査体制を確立し質の高い検査業務の提供を行う。また、救急医療

等に対応するため２４時間対応可能な体制を構築する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 放射線検査室は、救急処置室、内視鏡等の検査室、および外来診療科などからの

効率的な動線をめざす。

・ 放射線治療は奈良県立医科大学附属病院との連携により対応する。

・ 健診事業に対応できるよう業務体制を整備する。

・ 臨床検査室は患者の利便性に配慮し効率的な動線をめざす。

・ 緊急検査に迅速に対応できるよう、救急部門および手術部門との連携をめざす。

・ 安全で適正な輸血ができるよう臨床検査部門で輸血管理を行う。

⑦ リハビリテーション部門

【部門方針】

急性期医療を担う医療機関として、急性期のリハビリテーションを中心に退院後の

在宅復帰に向けた対応を行う。

【部門の特徴と主な設備】

・ ＡＤＬの向上・在宅復帰をめざしたリハビリテーションを病棟・病室で積極的に

実施する。

・ 機能訓練室や防音機能のある言語聴覚療法に対応する部屋を整備する。

・ 退院後の在宅復帰へ向けて、屋外スペースを活用したリハビリテーションを積極

的に実施する。

・ 機能訓練室にＡＤＬコーナーを設置する。

⑧ 栄養部門

【部門方針】

食事を療養における重要な要素と位置づけ、栄養管理・栄養指導体制を充実する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 安全・安心で良質な患者の病態にあわせた食事管理を行う。

・ 選択メニューの導入などにより患者満足度の向上をめざす。

・ 衛生管理の徹底による食中毒防止に努める。

・ 管理栄養士をはじめ医療スタッフ（医師・看護師・薬剤師等）と連携した栄養サ

ポートチームを編成し、患者の栄養状態の維持・改善に積極的に取り組む。

・ 患者・家族に対して積極的に栄養指導を行う。
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⑨ 臨床工学部門

【部門方針】

医療機器の中央管理を行い、安全で効率的な運用を行う。

【部門の特徴と主な設備】

・ 救急医療等に対応するため２４時間対応できる医療機器の操作体制を整備する。

・ 安全な医療機器の運用のため、臨床工学士による保守点検を実施すると同時に、

医療スタッフ（医師、看護師等）に対して技術サポート等を行う。
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（２）地域医療センター（療養期）の部門別方針・機能

① 病棟部門

【部門方針】

南和医療圏における療養期の医療需要に応えるとともに、患者にとって安全・安心

・快適な療養環境を提供する。

【部門の特徴と主な設備】

・ １病院当たりの病床数を９０床程度とする。

・ 快適な療養環境を提供するため、患者のプライバシー保護に配慮し、アメニティ

向上に努める。

・ 高齢者等の安全に配慮しバリアフリーにすると同時に、分かりやすいフロア表示

等に努める。

・ 医療スタッフ（医師・看護師・薬剤師等）間で積極的な連携を図る。

・ 救急病院と連携し、急性期医療が必要となった患者へのスムーズな医療提供体制

を構築する。

② 外来部門

【部門方針】

地域住民の需要に応じた外来医療を提供する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 地域住民の医療需要が高い内科、整形外科を中心に外来医療を提供する。

・ 眼科等の診療科は今後検討する。

・ 外来受診時の受付・診察・検査等は、患者の待ち時間短縮、移動時の負担軽減や

プライバシーに配慮する。

・ 地域医療センターで対応が困難な患者は、救急病院と緊密に連携し、患者の病態

にあった医療を提供する。

③ 薬剤部門

【部門方針】

薬剤管理指導業務や持参薬管理などの薬剤業務の充実を図り、安心・安全な療養環

境を整備する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 病棟における薬剤管理指導、薬剤管理業務、持参薬管理などの業務を充実してい

くと同時に、患者からの薬に関する相談に積極的に対応する。

・ 外来調剤は院外処方とする。

・ 救急病院と連携し、医療スタッフ（医師、看護師、医療技術者等）に採用薬品の

副作用等・医薬品情報を周知・徹底する。
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④ 放射線検査部門・臨床検査部門

【部門方針】

療養期を担う医療機関として、規模と機能に見合った検査体制を構築すると同時に、

救急病院と連携を行う。

【部門の特徴と主な設備】

・ 医療機能に応じた画像診断機器を配置する。

・ 地域医療センターで対応しない放射線検査や夜間の緊急検査は、救急病院との連

携により対応する。

・ 必要最低限の検体検査および生理検査に関しては、院内での検査体制構築をめざ

す。

・ 高齢者や足の不自由な方などに、外来診察室からの動線を可能な限り配慮する。

⑤ リハビリテーション部門

【部門方針】

療養期を担う医療機関として、維持期のリハビリテーションや在宅復帰をめざした

リハビリテーションを中心に実施する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 脳血管障害、運動器障害や呼吸器障害を中心に、維持期のリハビリテーションや

在宅復帰をめざしたリハビリテーションを担う。また、訪問リハビリテーション

の実施もめざす。

・ 在宅復帰をめざしＡＤＬ訓練に積極的に取り組む。

・ 機能訓練室にＡＤＬコーナーを設置する。

・ 摂食嚥下機能のリハビリテーションなどに対応するため、言語聴覚士の配置をめ

ざす。

⑥ 栄養部門

【部門方針】

食事を療養における重要な要素と位置づけ、栄養管理・栄養指導体制を充実する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 安全・安心で良質な患者の病態にあわせた食事管理を行う。

・ 選択メニューの導入などにより患者の満足度の向上をめざす。

・ 衛生管理の徹底による食中毒の防止に努める。

・ 管理栄養士をはじめ医療スタッフ（医師・看護師・薬剤師等）と連携した栄養サ

ポートチームを編成し、患者の栄養状態の維持・改善に積極的に取り組む。

・ 患者・家族に対して積極的に栄養指導を行う。
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⑦ 臨床工学部門

【部門方針】

安全で効率的な医療機器の運用を行う。

【部門の特徴と主な設備】

・ 安全な医療機器の運用のため、臨床工学士による保守点検を実施すると同時に、

医療スタッフ（医師、看護師等）に対して技術サポート等を行う。

・ 臨床工学士が巡回し、医療機器の管理・点検業務などを円滑に行う体制を構築す

る。
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（３） 地域医療連携・在宅医療支援

【部門方針】

前方・後方連携機能を強化し、患者・家族の支援を行う。また、地域の医療機関と

の合同学習会や、地域住民へ医療情報の普及促進など、地域の医療水準向上に努める。

【部門の特徴と主な設備】

・ 地域医療連携室には多職種の職員を配置し、前方・後方連携を強化し地域医療支

援病院をめざす。

・ 前方連携として、地域の医療機関に対して医療サービスなどの情報を積極的に発

信するとともに、医療機関からの紹介や検査予約等に対しても患者がスムーズに

受診できるシステムを構築し、運用していく体制を整備する。

・ 後方連携として、入院患者がスムーズに退院できるように在宅療養や転院に関す

る相談などに積極的に対応する。

・ 公立へき地診療所や地域の医療機関ならびに奈良県立医科大学附属病院との情報

連携をめざす。

・ 地域の医療機関との合同学習会や院内研修会などを開催し、地域に開かれた病院

をめざす。

・ 地域住民に対する健康啓発のため、セミナーや病院情報の発信などの事業を推進

する。

・ 訪問診療を支援する在宅医療支援センターを設置し、在宅医療を推進する。

・ 在宅医療支援センターは地域の医師会との連携を行いながら運営する。また、地

域の訪問看護ステーション、訪問介護事業所との連携を強化する。
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（４） へき地医療

【部門方針】

へき地医療拠点病院として、医療スタッフの育成・派遣や、巡回診療の強化等に取

り組む。また、公立へき地診療所との人的連携・情報連携をより一層強化することに

より、南和地域におけるへき地医療を積極的に支援する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 救急病院にへき地医療支援部を設置し、南和地域におけるへき地医療の拠点とな

る。

・ 公立へき地診療所の医師が研修等で不在となる場合の代診医師派遣、へき地巡回

診療などを行う。

・ 訪問看護や訪問リハビリの需要に応えるため、公立へき地診療所に看護師やリハ

ビリスタッフ等を派遣することを検討する。

・ 公立へき地診療所と救急病院・地域医療センターとの情報ネットワーク化や人的

連携を行い、南和地域で一体となりへき地医療支援を推進する。

・ 情報ネットワークを利用した診療予約や画像診断結果の相互利用などをめざす。

・ へき地における救急医療、災害時に対応するためヘリコプターや救急車の搬送受

け入れを行う。

・ 公立へき地診療所に勤務する看護師確保の支援を行う。

（５） 災害医療

【部門方針】

災害拠点病院として、災害時等に診療・救護活動が充分に行える機能を確保する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 大規模災害時に支障なく医療活動ができるよう体制整備を行う。

・ 災害時を想定して患者収容可能なスペースの確保や、災害時に対応できる施設整

備を行う。

・ 災害時に対応するため医薬品・非常用ベッドや食糧などの物資を確保する。

・ 災害時における機能強化を図るとともに山間地域からの救急搬送に対応するため

ヘリポートを設置する。

・ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）体制を整備する。
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（６） 教育・研修・人材確保

【部門方針】

継続的・安定的な医療提供体制を構築するため、医師・看護師をはじめとする人材

の育成・確保をめざす。

【部門の特徴と主な設備】

・ 医学生・看護学生などの教育機関として充実を図る。

・ 臨床研修指定病院の基幹型となることをめざし、専修医（後期研修医）を積極的

に受け入れる。

・ 救急、消化器・循環器等の専門診療、へき地診療など充実した臨床研修プログラ

ムを整備する。

・ へき地診療をこころざす研修医、若手医師については、公立へき地診療所への人

材派遣などを通じて総合医の育成をめざす。

・ 研修指導医の育成・確保をめざしていくことや、専門医の認定を受ける環境等を

整備する。

・ 院内図書室・研修医室の充実や、地域医療センターと連携しての合同研修などが

できる体制を整備する。

・ 看護師確保のため看護専門学校を設置する。

・ 新人看護師や看護師免許取得後間もない看護師に対する教育・研修支援体制の充

実を図る。

・ 専門看護師や認定看護師の育成をめざす。

・ 医師・看護師については、各種の専門研修を受けるにあたって支援体制の充実を

図る。

・ 一度医療現場を離れた医師・看護師に対し、スムーズな職場復帰が可能となるよ

う復職支援研修を行う。

・ 専門性を高める努力を行っている職員などに対し適切な評価を実施し、職員の意

欲向上を図る。

・ ワークライフバランスに配慮した勤務形態の構築をめざす。

・ 医療スタッフの確保のため保育所や職員の住居を確保する。

・ 病院の医療人材育成の考え方を周知するため、病院ホームページなどを活用し、

積極的に広報活動を実施する。
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（７） 健診・検診

【部門方針】

健康志向の高まりに対応することのできる設備・体制を整備し、健診・検診活動に

積極的に取り組む。

【部門の特徴と主な設備】

・ 日帰りドック（人間ドック・肺ドック・脳ドックなど）や、全国健康保険協会の

実施する健康診断を中心に、自治体が実施するがん検診などへも対応する。

・ 健診部門には専用の受付・待合いを設け、健診受診者と一般患者との動線が交錯

しないように可能な限り配慮する。

・ 外来・病棟を担当する医師への負担軽減のため専従医師を可能な限り配置する。

（８） 経営・管理

【部門方針】

安定的な経営を行うため、経営企画機能並びに事務管理体制を強化し、３病院間を

一体として、効率的かつ健全な病院経営をめざす。

【部門の特徴と主な設備】

・ 病院の運営管理・経営に精通した者が病院を管理し、安定した経営を実施してい

くための体制を整備する。

・ ３病院全体の経営を企画・管理する部門を設置し、効率的な経営を行う体制を整

備する。

・ 電子カルテシステムを導入し、検査結果や画像情報などを共有するために、３病

院をセキュリティーの確保されたネットワーク回線で結ぶ。

・ 診療情報管理士を配置し、電子カルテ等の医療システムから得られる統計資料を

活用した分析を積極的に行い、病院の医療機能を公表するとともに、健全な経営

につなげる。

・ 良質な医療を提供するため、医療の質指標・各種臨床統計の提供や、ＤＰＣに関

するコーディングチェックなど、医師をはじめとする医療スタッフ間の連携を強

化する。

・ 意思決定や判断を伴わない業務は外部委託を推進する。

・ 診療材料はＳＰＤを導入し、効率的な院内物流管理を行う。

・ 職場環境の整備を行い福利厚生の充実を図る。

・ 患者とのトラブル等に対応する専門の職員（例：医療メディエーター）を育成し、

医療スタッフと患者の円滑なコミュニケーションの構築をめざす。
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（９）看護専門学校

【基本方針】

南和医療圏で従事する看護師の養成・確保のため、看護専門学校を設置する。

【部門の特徴と主な設備】

・ 看護専門学校は３年課程とし、一学年の定員は４０名とする。

・ 遠方の学生が安心して生活ができる学生の住居を確保する。

・ 教員養成を図るとともに、教育現場と医療現場との間で相互理解を深め、理論や

知識と実践的な看護技術が常にフィードバックすることができるよう、定期的な

人事交流を実施する。

・ 高い実践看護力を備えた看護師を養成するための教育カリキュラムの充実や、教

員の資質向上のために積極的な研修会等への参加を推進する。

・ 学生確保のため高等学校への働きかけを強化する。また、広報誌やインターネッ

ト等を通じて募集活動に努める。
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４ 経営の概要

（１）効率的な経営の実現に向けた取り組み

南和公立３病院はいずれも医療機能の低下に伴い、平成１６年度では７７億７３０

０万円であった医業収益が、平成２０年度では５８億７７００万円と直近５年間で２

５％程度減少している。平成２１年度についても減少傾向は継続している。その結果

として、南和公立３病院では、継続して多額の実質損失が発生している。

このように南和公立３病院の経営状況が悪化しているため、現状のままの病院経営

を続けていては、構成自治体にとっては病院事業会計への多額の繰出金が財政負担と

なり、持続的な病院経営が困難になる可能性がある。南和医療圏において将来にわた

り安定した医療を維持するためには、新南和公立病院体制として経営改善に注力し、

少しでも損失額を減らしていくことが必要である。

また、将来にわたり安定した医療を維持するためには、南和医療圏構成市町村と奈

良県が一致して病院経営を支える仕組みが必要である。

効率的な人員配置

３病院全体の経営を企画・管理する部門を設置し、病院の運営管理や経営企画に精

通した人員を配置することで、ノウハウや専門知識を活かし、より戦略的な病院経営

を行う。

経営目標の管理

経営目標の管理（病院としての組織目標を個

人に展開し、効率よく目標を達成するための管

理手法）を行い、マネジメントサイクルシステ

ム（ＰＤＣＡサイクル）により、経営の改善・

効率化を図る

（２） 医療従事者が「働きたい」と思える組織づくりの取り組み

現体制から新体制へ円滑に移行し、新南和公立病院体制における医療機能を維持・

向上していくためには、職員が前向きに新南和公立病院体制で働きつづけることので

きる環境を整備することが極めて重要である。一方で、新体制への移行においては、

３病院での役割分担や組織形態の変更などが生じ、職員の働く環境や意識に変化が生

じる可能性がある。

このような職員の不安を抑制し、新体制への円滑な移行を進めるためには、新南和

公立病院体制における医療機能の維持・向上の前提となる医療スタッフを十分に確保
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する必要があり、その観点から「医療従事者が、夢と希望を持って働きたい」と思う職

場環境の整備が必須の要件になってくると考えられる。

指導体制や教育・研修支援体制の充実

糖尿病や消化器系疾患、高齢者医療や地域医療など、新南和公立病院体制において

特色となる専門領域について学ぶことのできる環境整備や、専門看護師や認定看護師

の資格取得支援、医師研修等への積極支援など、教育・研修支援体制の充実を図る。

また、院内図書室や研修医室など、教育・研修に係る院内環境を整備する。

人事制度の充実

医療従事者それぞれの事情に配慮することのできるよう、ワークライフバランスに

配慮した勤務形態の構築をめざす。また、専門性を高める努力を行っている職員に対

し適切な評価を実施し、医療従事者の意欲向上を図る。

快適に診療することのできる職場環境の整備

患者等とのトラブルなどに対応することのできる組織体制を整備し、医療従事者が

安心して働くことのできる職場環境を整備すると同時に、医療クラークの配置などに

より医療従事者が医療業務に専念できる環境の整備をめざす。

奈良県立医科大学との連携による医師確保

奈良県立医科大学との連携を緊密に保ち、県と大学が共同で運営する医師配置シス

テムにより必要な医師配置の実現をめざす。また、奈良県が医療人材確保のため実施

する、緊急医師確保修学資金の貸与等により育成した医療人材の活用を取り入れる。

看護師確保のための看護専門学校設置

現在は県立五條病院に附属看護専門学校があり、平成１８年度から平成２２年度ま

での間に１０３人が県内の病院に就職し、うち３０人が県立五條病院に就職している。

新南和公立病院体制においても、地域医療を支えるために必要な看護師を養成・確保

するため看護専門学校を設置し、遠方の学生が安心して生活できる学生の住居を確保

する。また、質の高い看護を実践できるよう学校機能の充実を図る。
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５ 運営形態

（１）新たな運営組織の構築における設立当初の手続き

一部事務組合の設立に向けて地方自治法の規定により、平成２３年１２月の構成団体

議会における定例会において、それぞれの団体の首長が一部事務組合規約（案）を提出

する。すべての構成団体議会の規約（案）の議決をもって総務大臣に対する設立許可申

請を行い、審査の後、総務大臣の告示・通知をもって設立となる。

（２）運営統合、職員の身分移管の時期

一部事務組合への病院事業の統合および病院職員の身分移管の時期は救急病院の供用

開始の時期とする。

６ 施設の概要

（１）施設整備の基本方針

新南和公立病院体制の施設整備にあたっては以下の考え方に基づいて進めていく。

癒しと安らぎの空間を追求

患者にとって快適な療養環境を提供し、心やすらぐデザイン、色彩を導入する。

恵まれた自然環境との調和

静寂や眺望、採光などの療養環境の整備や、ＬＥＤ照明を利用することにより省

エネルギーかつ暖かみのある空間を創出する。

災害に強い病院（救急病院）

東南海・南海地震を想定し免震構造を導入することにより、大規模地震発生の後

建物の補修をすることなく医療活動ができる構造とする。また、ヘリポートを設置

することにより緊急時における広域の救急受け入れについて迅速な対応を可能とす

る。

地域に開かれた空間

地域に根ざした医療、保健、福祉連携により、来院者にとって利用しやすく親し

みやすい整備計画とユニバーサルデザインを施設全体に展開することにより、親し

まれる病院を実現する。
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（２）救急病院（急性期）についての施設概要

① 建設予定地

ア 立地環境

本予定地は、広範囲にわたる南和医療圏の北部である大淀町福神地区に位置し、自

然環境に調和した住宅開発区域内の造成された平坦な敷地である。幹線道路である町

道西西部７３号が東西に通過し、隣接の五條市や吉野、県南部方面からの車によるア

クセスを容易にしている。公共交通機関を利用した場合は近鉄吉野線福神駅が最寄り

駅となる。駅からのアクセスとして歩車道分離およびバリアフリー環境の整備を行う。

将来的には、病院間の交通手段（バス等）について、検討する。

イ 建設予定地の法的条件

建設予定地の都市計画法および建築基準法上の規制は以下の通りである。

・ 計画地 ：大淀町大字福神１１３３－１番地外

・ 用地面積 ：約４７，０００㎡（病院本館、看護専門学校、駐車場等含む）

・ 都市計画区域：都市計画区域内（市街化区域）

・ 地区計画 ：大淀町福神地区地区計画

・ 防火地域 ：指定なし（法２２条地域）

・ 高度地区 ：指定なし

・ 用途地域 ：第一種中高層住居専用地域

・ 容積率 ：２００％

・ 建ぺい率 ：６０％

・ 主要道路 ：町道西西部７３号線（幅員１６．０ｍ）、町道西西部７５号線

（幅員１２．０ｍ）、開発道路（工事中：幅員９．０ｍ）

歩行者専用道路（幅員４．０ｍ）

ウ 敷地状況

【位置図】
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② 土地利用計画

用地面積約４７，０００㎡のうち病院本館や駐車場等の敷地は、将来の建て替え

が可能なスペースを確保できるよう建物および駐車場の位置を考慮する。

看護専門学校を併設して病院施設との連携を図り、研修等による医療教育環境の

充実を実現する。

駐車場は患者用と職員用あわせて約８００台を確保し、患者用駐車場は患者が移

動しやすい動線や利便性を考慮した配置計画とする。バスの運行等を想定し、安全性

や利便性に配慮した十分な車寄せスペースを確保する。

【配置イメージ図】

③ 建築計画

ア 施設面積

病院本体の規模は近年整備された病院を参考とする。

イ 各部門別面積

今後基本設計にて詳細検討を行うことする。各部門の必要機能を充足しながら効率

的な建築に努める。なお、別築の看護専門学校は定員４０名×３学年の規模とする。

ウ 建物構成

階別構成は低層階に管理部門・救急部門・外来部門・検査部門を配置し、高層階に

病棟部門、ヘリポートを屋上に設置する。
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病棟は、１病棟当たり５０床を目安に病棟編成を行う。

なお、具体的な病棟配置は今後検討する。

病室は４床室・個室の構成とし、４床室は個室感覚のある構造とし快適な療養環境

を確保する。

【構成イメージ図】

注：階別構成案は今後行われる基本設計や地盤調査の結果によって変更の可能性が

ある。

④ 主な施設と医療機器等

ア 施設等の概要は以下の通りである。

項 目 内 容

１病棟当たりの病床
５０床を目安に病棟編成を行う。

数

災害対策 免震構造、外来フロアに災害対策機能（医療ガス配管等）

を装備。

屋上ヘリポート（場外離着陸場）設置

災害拠点病院としての要件を充足。

医療情報システム 電子カルテシステム（救急病院、地域医療センター、

ならびに公立へき地診療所とのネットワーク化）

附属施設 看護専門学校

災害備蓄倉庫

患者・職員用駐車場（約８００台）

消化器病センター 糖尿病センター 外来診察
室 透析室 救急部門 手術室 内視鏡室 薬
剤部門 放射線部門 中央検査部門 管理部門
リハビリテーション部門 中央材料室 機械室

病棟

検診
センター

免震構造

ヘリポート

高層部

低層部
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イ 医療機器整備

医療機器は現時点で主要な機器構成を想定し、導入計画時に医療情勢、患者需要を

踏まえ詳細な機器構成を見直す。

【主な医療機器】

機 器 名

磁気共鳴断層診断装置（ＭＲＩ） 核磁気共鳴現象を利用して生体内の内部の情報

を映像化する装置。

断層撮影装置（ＣＴ） 検査部位を輪切りにした断層画像を３次元によ

り映り出す装置。

一般撮影装置 胸や骨などの写真をＸ線を用いて撮影する、い

わゆる「レントゲン検査」装置。

Ｘ線ＴＶ撮影装置 胃や十二指腸、小腸、大腸などの内臓をデジタ

ル画像として映し出す装置。

血管撮影装置（アンギオ） 血管の検査や治療を行う際に、造影剤を注入し

て血管だけを映し出すための装置。

乳房撮影装置 マンモグラフィーのこと。主に早期乳がん発見

に用いられる。

⑤ 構造計画

南和医療圏における災害拠点病院としての役割から、大規模災害時や大地震後に構

造体の補修を要することなく医療活動および医療機能を維持する必要がある。そのた

め、耐震性には十分配慮し、病院内には大量の医療機器・什器備品等が収容されるこ

とから転倒破壊を防ぐ免震構造とする。

⑥ 設備計画

病院における設備は安定性、信頼性、経済性および保守の容易性を基本とし、医

療安全および患者・家族や医療従事者にとって良好な環境を維持する。

また、太陽光発電設備の検討やＬＥＤ照明などの省エネルギー型の設備を導入する

ことにより、維持管理費を抑制するとともに環境負荷の低減を図る。

⑦ 建築費用

ア．建設工事費用

近年整備された同程度の病床数を有する病院の平均工事費用を参考にするととも

に、経済性を考慮し華美な仕上材料を避け無駄を省く。
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イ．整備費用の抑制について

救急医療や高度医療をはじめ政策的医療を安定して継続的に提供するには、病院経

営基盤の安定が重要となる。建設費が新病院の経営を圧迫しないよう経済性を考慮し

た設計等とする。また、現病院で使用している医療機器について、使用可能な機器は

救急病院（急性期）に移設を検討する。

（３）地域医療センター（療養期）の方針

五條、吉野それぞれの地域医療センターにて療養病床９０床程度を確保し、快適な療

養環境を確保する。施設規模、構造、設備は現存施設の地域医療センター（療養期）の

整備時期や移行時期を総合的に判断し、現敷地内にて改修を行う。

７ 整備スケジュール

（１）建築等の整備スケジュール

用地関係は一部事務組合で取得する。

また、建築関係は一部事務組合設立後から着手し、平成２６年度中に開院をめざす。

（２）医療機器等の整備スケジュール

救急病院と地域医療センターの開院まで、医療機器の導入・移設・医療情報システム

の導入、部門別機能の詳細な検討、人材確保計画などスムーズな開院に向けそれぞれの

分野で計画的に事業を進める。
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用語説明

アルファベットの用語

用語 説明

ＡＤＬ Activities of Daily Livingの略、日常生活動作、食事・更衣・

移動・排泄・整容・入浴など生活を営む上で不可欠な基本的動作。

ＤＰＣ Diagnosis Procedure Combinationの略：入院患者の診療報酬額

について、従来の出来高払いではなく、診断群分類に従った定額払

いをする包括評価制度。患者が該当する診断群分類（DPC）の点数

に入院日数と病院ごとの係数を乗じて算定する診療報酬点数に、出

来高部分の点数を加えたものが、その入院医療費となる。

この計算方式が適応されるのは、入院基本料、検査、投薬、注射、

画像診断などで、手術、高額な処置、リハビリなど技術料部分は、

従来とおり出来高払い方式が適用される。

ＰＤＣＡサイクル plan-do-check-act cycleの略：事業活動における生産管理や品

質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ。

1.Plan(計画)：従来の実績や将来の予測などをもとにして業務計

画を作成―2.Do（実施・実行）：計画に沿って業務を行う―3.Check

(点検・評価）：業務の実施が計画に沿っているかを確認する―4.Ac

t(処置・改善）：実施が計画に沿っていない部分を調べて処置をす

る。

この４段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善する。

ＳＰＤ Supply Processing & Distributionの略：物品（診療材料や薬品

等）の標準化や物流・業務の効率化を図ることにより、購買管理・

在庫管理・搬送管理・消費管理などを一元管理する物流管理システ

ム。

アルファベット以外の用語

用語 説明

医療クラーク 医師や看護師等の指示に基づき病棟での事務作業などを補助する

スタッフ。（病棟クラーク、メディカルアシスタントとも言う）

医療の質指標 Quality Indicator:病院で実際に行われている医療の質を推し量

るための様々指標。

医療メディエータ 院内での苦情や事故後の初期対応の際に、患者側と医療側の対話

ー の橋渡しをするスタッフ。

外来化学療法 がんの治療法のひとつで、抗がん剤による化学療法を外来で行う

ものである。患者は入院することなく、日常生活を送りながら通院

で治療することができ、経済的負担も軽減できる。

看護外来 外来患者に対して看護師が療養支援を行うケア外来のことで、退

院後の患者の療養支援などを行うものである。（例；緩和ケア外来）
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用語 説明

看護体制 看護職員数、看護単位、看護配置基準、看護方式、勤務体制など

に基づくものであるが、ここでは、看護配置基準の意で用いている。

緩和ケア外来 がんと診断された患者に対して、手術や化学療法などの治療だけ

でなくがんに伴うつらさ（痛みなどのつらい症状、こころの問題、

療養上のきがかり）を解決できるように、患者や家族のサポートを

行うことである。

血液浄化療法 体内に貯留した物質を何らかの方法で体外に分離、除去すること

によって、生体内の恒常性維持を図ることである。（例；血液透析）

災害拠点病院 災害発生時に負傷者の受け入れや医療救護班の派遣を行う等、災

害時の医療救護活動において拠点となる病院。

診療情報管理士 カルテの管理・分析、疾病統計を作成し、必要に応じて診療内容

を患者に伝えるスタッフ。

専門外来 特定の疾患または症状に対して、専門的な診察・治療を行う外来

診療科のことである。また、診療科よりも更に細分化されたものを

言う場合もある。（例；禁煙外来、もの忘れ外来など）

専門看護師 看護系大学院修士課程修了者で、日本看護協会専門看護師試験に

合格し、困難で複雑な健康問題を抱えた患者、家族などに対してよ

り質の高い看護を提供するための知識や技術を備え、特定の専門看

護分野において卓越した看護実践力を有する看護師のこと。（例；

がん看護、老人看護、慢性疾患看護など）

地域医療支援病院 紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利用や研修等を通

じて「かかりつけ医」を支援し、地域医療体制の中核を担う病院と

して、都道府県知事から承認された医療施設。

７対１ 看護配置基準の一つで、平均して患者７人に対して看護職員が１

人配置されていること。

認定看護師 日本看護協会の認定看護師審査に合格し、特定の看護分野におい

て熟練した看護技術と知識を有し、水準の高い看護実践を通して看

護師に対する指導・相談活動を行う看護師のこと。（例；救急看護、

緩和ケア、糖尿病看護など）

免震構造 建物と地盤との間に積層ゴムなど利用して免震層を作ることで、

地震力を建物直接伝えないようにした構造。

ユニバーサルデザ 障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用

イン できる生活用品や建築に関するデザインや設計。


